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Ⅰ．緒言
　近年、女性の社会進出や介護の社会化の進展等を
背景に、在宅で高齢者を介護する家族の介護形態は
多様化している。とりわけ、介護保険制度の導入
を契機に、従来の「介護者モデル」1）は大きく変容
し、介護の担い手に変化が生じてきている。事実、
平成 25 年国民生活基礎調査によれば、在宅で要支
援または要介護者（以下、要介護者等）を介護する
同居家族のうち、「配偶者」と「子」が全体の大多
数を占めている 2）。また同調査によれば、介護する
同居家族のうち、男性介護者は全体のおよそ 3 人に
1 人（31.3％）、介護者および要介護者等がともに 65
歳以上の組み合わせは全体の半数（51.2％）となっ
ており、従来の「子の配偶者（嫁）」を中心とした
家族介護のかたちは劇的な変化を見せている。
　このような「介護者モデル」の変容は、介護うつ
3, 4）や介護殺人・心中 5, 6）といった社会問題と少なか
らず関連している。たとえば、保坂ら 7）が行った調
査によれば、家族介護者のおよそ 4 人に 1 人にうつ
のリスクがあり、65 歳以上の介護者（老老介護）で
は、およそ 3 人に 1 人に希死念慮があることが報告
されている。また、介護うつは、判断力が落ち、物

事を冷静に考えられなくすることから、介護殺人・
心中のリスクになることが示唆されている 5）。従来
の研究では、こうした介護うつや介護殺人・心中の
発生には、介護者の介護負担や介護疲れといった要
因の関与が広く知られている 4)-5), 8-10）。その一方で、
家族介護者の介護うつや介護殺人・心中には、個人
と社会との結びつきの欠如、すなわち社会的孤立や
ソーシャル・ネットワークとの関連性も指摘されて
いる 5, 11）。湯原は、これまでの介護殺人・心中に関
する調査や判例を整理する中で、「介護者への支援
が社会的になされず、特定の家族に介護が集中し、
その結果、介護者が社会から孤立していく現状が改
善されない限り、介護殺人の事件は生じ続けるだろ
う」5）と述べている。このことは社会から孤立しが
ちな家族介護者をケアするうえで、彼らと彼らを支
える人々とのつながりの重要性を示唆するものであ
る。しかし、これまで家族介護者を対象として、彼
らの社会的孤立あるいはソーシャル・ネットワーク
の特徴やタイプについて実証的に検討した研究 12）

は少ない。
　そこで本研究では、家族介護者支援に向けた基礎
資料を得ることをねらいに、在宅で高齢者を介護す
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要旨　本研究は、家族介護者支援に向けた基礎資料を得ることをねらいに、在宅で高齢者を介護する家族の
ソーシャル・ネットワークを類型化し、その特徴について明らかにすることを目的とした。A 県内の居宅介護
支援事業所（53 事業所）を利用する家族介護者 287 名に対し、無記名自記式の調査を実施した。調査内容は、
家族介護者および要介護者等の基本属性等およびソーシャル・ネットワークで構成した。クラスター分析の結
果、家族介護者のソーシャル・ネットワークのタイプは「平均型」、「孤立型」、「充足型」の 3 つに類型化され
た。とりわけ、「孤立型」は「充足型」と比較して、男性介護者の占める比率が高く、社会参加活動が低く、
現在の暮らし向きが不良であった。今後は、社会的に孤立しやすい家族介護者への支援の拡充が求められる。
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る家族のソーシャル・ネットワークを類型化し、そ
の特徴について明らかにすることを目的とした。

Ⅱ．方法
　調査対象は、A 県内の居宅介護支援事業所（53 事
業所）を利用する家族介護者（以下、介護者）287
名とした。調査は無記名自記式の質問紙調査とし、
調査にあたっては書面にて各事業所の長に研究の趣
旨、倫理的配慮等に関する説明を行い、同意が得ら
れた場合に、調査への協力を依頼した。また介護者
に対しても同様に、書面にて調査の説明を行い、同
意が得られた場合に限り、調査票の返送をもって調
査への参加協力を得た。調査期間は、平成 27 年 1
月から 3 月までの 3 ヵ月間とした。本研究の実施に
あたっては、岡山県立大学倫理委員会（番号：430）
の承認を得た。
　調査項目は、介護者の性別、年齢、要介護者等か
らみた介護者の続柄、介護期間、1 日の介護時間、
就労状況、近所づきあいの程度、家族会等への参加
の有無、地縁的活動への参加の程度、現在の暮らし
向き、主観的健康度、一番付き合いのある別居親族
宅までの移動にかかる時間（別居親族宅までの移動
時間）、要介護者等の性別、年齢、要介護度、認知
症の診断の有無、要介護者等が一番よく利用してい
る介護保険サービス事業所までの移動にかかる時間

（利用事業所までの移動時間）、ソーシャル・ネット
ワークで構成した。
　ソーシャル・ネットワークは、Lubben Social 
Network Scale 短 縮 版（LSNS-6）13) に 独 自 に 6 項
目を追加した尺度で測定した。LSNS-6 は、社会的
結びつきの構造的側面である客観的特性を表す指
標であるソーシャル・ネットワークを測定する尺度
のひとつである。また、LSNS-6 は高齢者の社会的
孤立を簡便にスクリーニングできる尺度として広
く知られており、日本では栗本ら（2011）が日本
語版 LSNS-6 短縮版を作成し、その信頼性、妥当性
を確認している 14）。質問項目は、「少なくとも月に
1 回、会ったり話をしたりする家族や親戚は何人い
ますか」、「あなたが、個人的なことでも話すことが
できるくらい気楽に感じられる家族や親戚は何人い
ますか」、「あなたが、助けを求めることができるく
らい親しく感じられる家族や親戚は何人いますか」
の 3 項目であり、それぞれ「家族や親戚」に代え
て「友人」についても同様の 3 項目で尋ねる形式と

なっている。なお本研究では、上記の LSNS-6 に加
えて、介護者のソーシャル・ネットワークの重要な
構成員となり得る「介護仲間（同じように介護をし
ている人や家族会、介護者の集いなどを通じて知り
合った人）」と「専門職（医療・介護・福祉等の専
門職）」についてもそれぞれ同様の 3 項目を尋ね、
4 領域計 12 項目で構成した（以下、ソーシャル・
ネットワーク尺度）。回答と得点化は、「0 点：いな
い」から「5 点：9 人以上」までの 6 件法であり、
得点が高いほどソーシャル・ネットワークが充足し
ていることを意味する。
　統計解析では、第一に、介護者のソーシャル・
ネットワークを類型化するため、ソーシャル・ネッ
トワーク尺度を構成する 4 つの領域（家族・親戚、
友人、介護仲間、専門職）ごとに下位尺度得点を算
出し、その得点を用いてクラスター分析（Ward 法）
を行うものとした。クラスター数の抽出は樹形図

（デンドログラム）を参考に決定した。次いで、各
クラスターの特徴について明らかにするため、抽出
されたクラスターと介護者および要介護者等の基本
属性等との関連性について検討した。具体的には、
カイ二乗検定、Kruskal-Wallis 検定および一元配置
分散分析により検討するものとし、多重比較を行う
場合には Bonferroni の方法により補正した。ただ
し、カイ二乗検定については、調整済み標準化残差
を用いた残差分析 15）により、有意性に貢献したセ
ルの特定を行った。
　以上の分析に先立ち、4 領域 12 項目で構成され
るソーシャル・ネットワーク尺度の信頼性と妥当性
の検討を行うものとした。具体的には、4 つの領域

（家族・親戚、友人、介護仲間、専門職）をそれぞ
れ第 1 次因子、「ソーシャル・ネットワーク」を第 2
次因子とする 4 因子二次因子モデルを構築し、確認
的因子分析によりデータへの適合度を確認した。こ
のとき、パラメータの推定には、重み付け最小二乗
法の拡張法（WLSMV）を使用した。推定されたパ
ラメータの有意性は検定統計量の絶対値が 1.96 以上

（5％有意水準）を示したものを統計学的に有意であ
ると判断した。モデルのデータに対する適合度は、
Comparative Fit Index（CFI） お よ び Root Mean 
Square Error of Approximation（RMSEA）により
判断した。一般的に、CFI は 0.9 以上、RMSEA は
0.1 を超えないことが妥当なモデルの基準値とされ
る。なお、尺度の信頼性はクロンバックのアルファ
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信頼性係数により評価した。統計パッケージには、
SPSS22.0 および Mplus7.3 を使用した。
　本研究では、最終的に 287 名の調査票配布数に対
し、206 名より回答を得た。ただし、統計解析には、
要介護者等の年齢が 65 歳以上かつ要介護者等と同
居している 55 歳以上の介護者のうち、分析に必要
なデータに欠損値がない 129 名分のデータを使用す
るものとした。なお、本研究において介護者の年齢
を 55 歳以上に限定した理由は、ソーシャル・ネッ
トワークの測定に使用した LSNS-6 が、日本では 55
歳以上の者を対象に開発され、その信頼性、妥当性
が検証されているためである 14）。

Ⅲ．結果
（1）分析対象者の基本属性等の分布（表1）
　介護者の性別は、男性 33 人（25.6％）、女性 96
人（74.4％）であり、平均年齢は 67.1 歳（標準偏差
7.9、範囲 55-89）であった。要介護者等からみた介
護者の続柄は、「配偶者（内縁を含む）」が最も多く
44 人（34.1％）であった。平均介護期間は 58.4 カ月

（標準偏差 47.3、範囲 1-240）であり、1 日の介護時
間は「1 時間～ 2 時間程度」が 24 人（18.6％）と最
も多かった。就労状況は、仕事をしていない人が 92
人（71.3％）と大多数を占め、近所づきあいの程度
は「日常的に立ち話をする程度のつきあいはしてい

る」が 72 人（55.8％）で最も多かった。家族会等へ
の参加の有無は「参加していない（過去は参加して
いたが、現在は参加していないを含む）」が 104 人

（80.6％）であった。地縁的活動への参加の程度は
「年に数回程度」が 54 人（41.9％）で最も多く、現
在の暮らし向きは「どちらともいえない」が 52 人

（40.3％）で最も多くなっていた。主観的健康度は
「まあまあ健康である」が 75 人（58.1％）、「あまり
健康ではない」が 37 人（28.7％）であり、別居親族
宅までの平均移動時間は 50.6 分（標準偏差 140.4、
範囲 1-1440）であった。
　要介護者等の性別は、男性 47 人（36.4％）、女性
82 人（63.6％）であり、平均年齢は 85.8 歳（標準偏
差 7.7、範囲 66-101）であった。要介護度は、「要介
護 2」が最も多く 33 人（25.6％）で、次いで「要介
護 3」が 31 人（24.0％）となっていた。認知症の診
断の有無は「あり」と「なし・わからない」が約半
数ずつであった。利用事業所までの平均移動時間は
15.3 分（標準偏差 9.3、範囲 2-60）であった。

（2�）ソーシャル・ネットワーク尺度の構成概念妥
当性と信頼性の検討（図1）

　4 因子二次因子モデルで構成したソーシャル・
ネットワーク尺度のデータへの適合度を確認的因子
分析により検討した結果、適合度指標として採用し

表１　分析対象者の基本属性等の分布（n＝129）
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た CFI は 0.99、RMSEA は 0.07 であり、いずれも
統計学的に許容される範囲にあった。また、推定さ
れたパスのパラメータはいずれも正値で、モデル識
別のために制約を加えたパスを除き、すべて統計学
的に有意であった。なお、本尺度のクロンバックの
アルファ信頼性係数は 0.88（下位尺度は 0.84 から 0.91
の範囲）であった。

（3�）ソーシャル・ネットワークの類型化とその特
徴

　ソーシャル・ネットワーク尺度を構成する 4 つの
領域（家族・親戚、友人、介護仲間、専門職）の下
位尺度得点を用いてクラスター分析（Ward 法）を
行った結果、3 つのクラスターが抽出された。クラ
スターごとに下位尺度得点の平均値を比較すると、
第 1 クラスターは「家族・親戚」が 7.4 点（標準偏
差 2.5）、「友人」は 5.8 点（標準偏差 2.5）、「介護仲
間」は 1.0 点（標準偏差 1.8）、専門職は 4.9 点（標
準偏差 3.0）であった。第 2 クラスターは「家族・
親戚」が2.9点（標準偏差2.2）、「友人」は1.9点（標
準偏差 2.4）、「介護仲間」は 1.0 点（標準偏差 1.7）、
専門職は 3.3 点（標準偏差 1.9）であった。第 3 クラ
スターは「家族・親戚」が 10.9 点（標準偏差 1.8）、

「友人」は 9.3 点（標準偏差 2.4）、「介護仲間」は
7.1 点（標準偏差 2.2）、専門職は 7.0 点（標準偏差
2.7）であった。一元配置分散分析および多重比較に

よる平均値の差の検定の結果、「家族・親戚」、「友
人」、「専門職」の下位尺度得点の平均値は第 3 クラ
スター、第 1 クラスター、第 2 クラスターの順に高
く、「介護仲間」の下位尺度得点は第 3 クラスター
が他の 2 つのクラスターよりも有意に高くなって
いた。以上の特徴から、第 1 クラスターは「平均
型」、第 2 クラスターは「孤立型」、第 3 クラスター
は「充足型」と命名した。
　次いで、上記 3 つのソーシャル・ネットワークの
タイプと介護者および要介護者等との基本属性との
関連性について検討した結果、介護者の性別、近所
づきあいの程度、地縁的活動への参加の程度、現在
の暮らし向き、利用事業所までの移動時間の 5 つの
変数で統計学的な有意差が認められた（表 2）。具体
的には、介護者の性別では、「孤立型」において男
性の比率が高く、女性の比率が低くなっていた。ま
た近所づきあいの程度では、「充足型」と比較して

「孤立型」の参加状況が有意に低くなっていた。地
縁的活動への参加の程度では、「充足型」と比較し
て、「平均型」および「孤立型」の参加状況が有意
に低くなっていた。現在の暮らし向きでは、「充足
型」と比較して「孤立型」の暮らし向きが有意に不
良な状態となっていた。利用事業所までの移動時間
は、「平均型」と比較して「孤立型」の移動時間が
有意に長くなっていた。

図１　ソーシャル・ネットワーク尺度の確認的因子分析の結果（n＝129）
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Ⅳ．考察
　従来の家族介護者を対象とした介護うつ、介護殺
人・心中、高齢者虐待等に関する報告では、介護者
の社会的孤立の予防やソーシャル・ネットワークの
構築などによる家族支援の必要性が示唆されている
3, 5, 16)。しかしながら、これらの特徴やタイプについ
て実証的に明らかにした報告は多くはない。また、
介護者を対象としたソーシャル・サポート研究にお
いても、ソーシャル・サポートが彼らの介護負担感
の軽減や精神的健康の低下予防に有効であるとの知
見 17-19) がある一方で、ソーシャル・サポートの種類
や測定の違いによって必ずしも一貫した結果は得ら
れていない。最近では、「介護者モデル」の変容に
代表されるように、家族介護のかたちも多様化し、
彼らを取りまく環境も大きく変化している。また、
生活単位の個人化や地域社会との結びつきが希薄化
する中で、介護者や要介護者等は地域や社会から孤
立しやすく、必ずしも他者からの自発的な援助を期
待できる状況にはない 20)。しかし、閉鎖的な環境が
さまざまな悲劇を引き起こすことは事実である。こ
のような現状を勘案するなら、今後ますます介護者
の社会的孤立やソーシャル・ネットワークに関する
研究成果の蓄積が期待されると言えよう。
　さて本研究では、まず介護者のソーシャル・ネッ
トワークを測定する指標として、4 領域 12 項目で
構成されるソーシャル・ネットワーク尺度を使用し
た。これに先立ち、本研究では本尺度の構成概念妥
当性と信頼性を検討した。その結果、いずれも統計
学的に許容される良好な数値が得られた。このこと
は、本研究で新たに構成したソーシャル・ネット
ワーク尺度が、測定尺度として一定の妥当性と信頼
性を兼ね備えている、すなわち介護者のソーシャ
ル・ネットワークの測定に十分に耐えうる尺度で
あったことを裏付けるものと言えよう。
　以上の分析ののち、本研究ではソーシャル・ネッ
トワーク尺度を構成する「家族・親戚」、「友人」、

「介護仲間」、「専門職」の 4 つの下位尺度得点を使
用し、クラスター分析を行った。その結果、「平均
型」、「孤立型」、「充足型」の 3 つのソーシャル・
ネットワークのタイプが抽出された。その特徴に
ついて整理すると、「平均型」は「孤立型」と同様
に「介護仲間」のネットワークは小さいものの、

「家族・親戚」、「友人」、「専門職」のネットワーク
は「孤立型」よりも大きく、「充足型」よりは小さ

くなっていた。また「充足型」は他の 2 つのタイプ
と比較して、すべてのネットワークが大きくなって
いた。他方で、「孤立型」は「平均型」と比較した
ときの「介護仲間」を除けば、他の 2 つのタイプと
比較して、いずれのネットワークも小さくなってい
た。このことから、「孤立型」の介護者は、ほとん
ど頼れる人がいない状況で介護を担っていることが
明らかとなった。そのため、他のタイプに優先し
て、「孤立型」の介護者に対しては、彼らを支え、
見守るソーシャル・ネットワークの構築と拡充が急
務であると推察される。ただし、介護をめぐっては
ソーシャル・ネットワークの拡大が介護の負担を低
減させる反面、緊密な関係から得られる支援がか
えってストレスになるとの指摘もある 21)。したがっ
て、社会的に孤立しがちな介護者に対しては、適切
な他者が介在する風通しの良い開放的な介護環境の
構築が必要であると考えられる。
　また本研究では、上記 3 つのソーシャル・ネット
ワークのタイプと介護者および要介護者等との基本
属性との関連性についても検討した。特筆すべき点
は、「孤立型」の介護者は「充足型」の介護者と比
較して、男性の占める比率が高く、近所づきあいや
地縁的活動への参加が少なく、現在の暮らし向きは
不良であったことである。従来の研究では、男性介
護者は女性介護者と比較して、周りの人や友人など
に支援を求める行動が少なく 22)、インフォーマルな
人々への支援要請姿勢が消極的であることが報告さ
れている 23)。とりわけ、男性介護者は介護によって
社会的なつながりが失われやすく、社会関係が縮小
傾向にある 1, 24)。したがって、「孤立型」の介護者
に男性が多かったことは従来の知見と整合している
と推察される。また「孤立型」の介護者は「充足
型」の介護者と比較して、近所づきあいや地縁的活
動への参加の程度が少なかった。このことは、対象
者こそ多少異なるものの、たとえば石川ら 25) の研究
では、ボランティア経験や地域活動経験などの社会
参加活動がソーシャル・ネットワークの大きさに関
連していることを報告している。つまり、「孤立型」
の介護者において社会参加活動が少なかったことは
概ね従来の知見と一致していると推察されよう。た
だし、社会参加活動の減少は、新たな対人関係の
構築や関係性の深化・成熟を図る機会の減少を招き
兼ねない。そのため、「孤立型」の介護者には対人
関係が過度に抑制されることがないよう、介護の抱
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え込みや介護ホリックな状態に陥らないような支援
が求められる。なお、「孤立型」の介護者は「充足
型」の介護者よりも現在の暮らし向きが不良であっ
たが、これは暮らし向きを経済状況と捉えれば、高
所得者ほど低所得者よりネットワーク総数が大きい
26)、とする報告と概ね一致する。しかし、現在の暮
らし向きは、生活の総体の評価として広く多様な要
素を包含している可能性もあることから、一概に従
来の研究成果と符合すると結論づけるのではなく、
今後、より詳細な指標を用いた検討が必要であろう。
　最後に、「孤立型」の介護者は「平均型」の介護
者と比較して、利用事業所までの移動時間が長く
なっていた。一般的に考えれば、利用事業所までの
移動時間の長さは、目的地までのアクセスのしやす
さを反映する。そのため、利用事業所までの移動時
間は、ソーシャル・ネットワークの 4 つの側面の中
でも特に「専門職」のネットワークの大きさと関連
することが予想される。しかし、本研究では「専門
職」のネットワークの平均値が最も大きい「充足
型」と最も小さい「孤立型」の間には統計学的な有

意差は認められず、むしろ中程度の「専門職」の
ネットワークをもつ「平均型」と「孤立型」の間に
のみ統計学的な有意差が認められた。そのため、利
用事業所までの移動時間の長さは、単に専門職と接
触するための事業所までの距離や交通の便を反映す
るのではなく、広く介護者の生活環境、たとえば山
間部や平野部、農村部や都市部などの地域特性を反
映している可能性があると考えたほうが妥当であろ
う。したがって、利用事業所までの移動時間は、今
後、地域特性などの他の変数を考慮したより詳細な
検討が必要であると推察される。
　以上、本研究では在宅で高齢者を介護する家族の
ソーシャル・ネットワークを類型化し、その特徴に
ついて明らかにした。しかしながら、本研究では分
析に使用した標本数が少なく、交絡要因の影響等を
排除した十分な分析はできなかった。そのため、今
後はより大規模な標本調査を実施するとともに、よ
り高度な分析手法によって介護者の社会的孤立や
ソーシャル・ネットワークを規定する要因を明らか
にしていく必要がある。ただし、本研究において社

表２　介護者のソーシャル・ネットワークのタイプ別にみた特徴（n＝129）
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会的に孤立しやすい介護者の特徴を明らかにできた
ことは、支援が必要な家族を特定するための重要な
情報となりえる。そのため、本研究の意義が否定さ
れるものではないと言えよう。とりわけ、「孤立型」
の介護者になりやすい男性介護者への支援の拡充は
もちろん、社会参加活動や現在の暮らし向きなどに
も配慮した介護者支援の展開が求められる。
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